
令和 3年度 2 月補正予算参考資料 

トータルコストの表記について
   トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ
 くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
 ていません。 
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令和３年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７８５９）

１目 社会福祉総務費                            （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

生活福祉資金緊急貸

付事業
2,650,162 455,908 3,106,070 455,908

トータルコスト 2,652,538 456,700 3,109,238 （補正に係る主な業務内容）

 補助金交付事務等、関係機関との調整従事する職員数 0.4人 0.1人 0.5人

工程表の政策内容 －

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

低所得者、離職者等に対し、必要な資金の貸付と相談支援を行う生活福祉資金貸付事業について、新型コロ

ナウイルス感染症の影響を受けた世帯への対象拡大に伴い、貸付件数が増加しているため、実施主体である社

会福祉法人鳥取県社会福祉協議会に対し、貸付原資を補助する。（国庫補助10／10） 

２ 主な事業内容 

（１）補助金名

    生活福祉資金貸付事業補助金

 （２）補助対象事業

資金の種類 資金の内容

緊急小口資金 収入の減少があり、緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった世帯

に対し、20万円以内の貸付を行う。

総合支援資金 収入の減少や失業等により生活に困窮し、日常生活の維持が困難とな

っている世帯に対し、原則３か月以内の期間で月額最大20万円の貸付

を行う。（自立相談支援を受ける場合は、さらに３か月以内貸付が可能）

     ※償還時に住民税非課税世帯である場合は、償還を免除。

（３）実施主体

    社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会

３ 事業目標・取組状況・改善点 

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ、従来の低所得世帯への貸付に加えて、新型コロナウイルスの影響

を受けた休業等による収入の減少で、一時的な貸付が必要となった世帯にも対象が拡大されるとともに、令和

３年11月末までとされていた特例貸付の緊急小口資金及び総合支援資金（初回貸付）の受付期間が令和４年３

月末まで延長された。 

また、令和４年３月末までとされていた償還に係る据置期間が令和４年12月末まで延長された。 

【特例貸付決定状況（１月26日時点）】 

   ・緊急小口資金 4,030件（貸付額   693,200千円） 

・総合支援資金 6,991件（貸付額  3,750,697千円） 

   計    11,021件（貸付額 4,443,897千円） 

（参考）貸付原資残額 

・貸 付 原 資 額：6,093,505千円 

  既 存 原 資 額： 672,343千円 

 Ｒ２年度措置額：2,771,000千円 

 Ｒ３年度措置額：2,650,162千円 

    ・既 貸 付 総 額：4,443,897千円（11,021件）（１月26日時点） 

    ・原 資 残 額：1,649,608千円
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令和３年度一般会計補正予算説明資料

４款 衛生費

２項 環境衛生費                     くらしの安心推進課（内線：７２４７）

３目 環境衛生連絡調整費                           （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

新型コロナウイルス

感染症対策事業（宿泊

療養運営等事業）

1,308,625 39,324 1,347,949 39,324     

トータルコスト 1,310,209 40,116 1,350,325 
（補正に係る主な業務内容） 

 軽症者等宿泊療養施設の運営 

従事する職員数 0.2 人 0.1 人 0.3 人 

工程表の政策内容 ― 

事業内容の説明      【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルス感染症患者のうち無症状者・軽症者について、宿泊施設等で安静に療養がで

きるよう、新規感染者の拡大に備えて居室を確保する。 

併せて、宿泊療養施設の運営に係る、生活支援業務(食事配布、廃棄物処理等)を専門事業者に外

部委託する。 

２ 主な事業内容                              （単位：千円）
区 分 内 容 予算額 

軽症者等宿泊
療養運営事業

○無症状者・軽症者が療養する施設を追加で確保するために必要な経費。
（東・中・西部で各１施設追加予定） 
［借用施設数、室数］ 

区 分 
現行 
（Ａ） 

追加確保(予定) 
（Ｂ） 

合 計 
（Ａ＋Ｂ） 

東部 222 室（２施設） 150 室（１施設） 372 室（３施設）
中部  55 室（１施設）  92 室（１施設） 147 室（２施設）
西部 280 室（２施設） 153 室（１施設） 433 室（３施設）
合計 557 室（５施設） 395 室（３施設） 952 室（８施設）

※借用室数は、宿泊療養室にスタッフルームや診察室等を加えた数 
○宿泊療養施設の運営に係る生活支援業務を外部委託する。 
［委託内容］ 
食事等の注文・受取・配布、生活物資の購入・在庫管理・配布、廃棄
物処理 等

39,324

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

無症状者・軽症者が宿泊施設で安静に療養ができる居室とペットの一時預かり体制を確保する。

【取組状況・改善点】 

・宿泊療養に備え、民間宿泊施設において令和２年度から東部・西部で、令和３年度から中部でも

宿泊療養施設の運営を行っている。 

＜宿泊療養施設の開設＞ 

東部：令和２年８月：１施設、令和３年８月：１施設 

中部：令和３年５月：１施設 

西部：令和３年１月：１施設、令和３年８月：１施設、令和４年２月：１施設（予定） 

・第６波の感染拡大に合わせ、宿泊療養施設を確保する。 

 （令和３年 12 月末：５施設 557 室、第６波到来時の令和４年 1月 17 日時点 94名が療養）

・ペットの一時預かりについては、３施設（東中西部各１施設）で受け入れ体制を確保している。

（令和３年 12月末実績：延べ 112 日（犬４頭、猫８頭）） 
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令和３年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  企業支援課 （ 内線 ： ７２４９ ）
　　３目　金融対策費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

鳥取県新型コ
ロナウイルス
感染症対応企
業支援基金事
業

1,000,000 9,000,000 10,000,000 9,000,000

トータルコスト 1,000,792 9,000,792 10,001,584（補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人基金積立業務
工程表の政策内容 ―

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県内中小企業等の支援に活用するため、「新型コロナウイルス感染

症対応企業支援基金」に積み増しを行う。

２　主な事業内容

　新型コロナウイルス感染症対応企業支援基金に積み増しする。

　令和３年度：9,000,000千円

３　事業目標・取組状況・改善点

　令和２年度２月補正で基金を創設・積立

　令和２年度：積立額　8,666,294千円

　令和３年度：予算額　1,000,000千円（令和３年度11月補正）
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令和３年度一般会計補正予算説明資料
６款 農林水産業費 

 ２項 畜 産 業 費                             畜産課（電話：7829） 

  ２目 畜産振興費                                     （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県和牛振興戦略
基金 

227,015 170,000 397,015
(財産収入)

170,000

ト ー タ ル コ ス ト 227,807 170,792 398,599 （補正に係る主な業務内容） 

 基金管理業務 従 事 す る 職 員 数 0.1 人 0.1 人 0.2 人

工程表の政策内容  ― 

事業内容の説明 

１ 事業の目的・概要 

   和牛の増頭及び改良など将来の和牛振興に向けた事業の経費に充てるため、種雄牛の精液販売収入や貸

付料などを鳥取県和牛振興戦略基金（平成 27 年４月設置）に積み立て、管理を行う。 

２ 主な事業内容 

  年度当初から「百合白清２」「百合福久」「平白鵬」の凍結精液の販売が好調であったことや、年度中

途から「美国白清」と「百合鵬２」の精液を新たに県外販売のラインナップに加えたため、精液販売収入

が増加したことから、基金への積立を増額補正する。 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

（１）事業目標 

   県有種雄牛の精液への需要は引き続き高いことから、2.2 億円以上の販売収入を確保する。 

（２）取組状況・改善点 

   基金積立実績 

年 度 積立額 

平成 29 年度 207,322 千円 

平成 30 年度 249,929 千円 

令和元年度 260,929 千円 

令和２年度 244,093 千円 
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令和３年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  財政課 （ 内線 ： ７５９７ ）
　　17目　臨時財政対策債償還基金費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

（新）臨時財
政対策債償還
基金費

0 5,000,000 5,000,000 5,000,000

トータルコスト 0 5,000,792 5,000,792（補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人積立事務等に係る処理
工程表の政策内容 －

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　臨時財政対策債の償還に必要な財源を確保し、県財政の健全な運営に資するために設置する基金に所要額を積
み立てる。

２　主な事業内容

　新たに設置する臨時財政対策債償還基金に積立てを行う。

※国補正予算により、令和３年度の臨時財政対策債を償還するための基金積立てに要する経費として、地方交
　付税に追加算定されたもの。
（※令和３年度国税収入の補正に伴う地方交付税法定率分の増額等を原資とし、令和３年度に限り、地方交付
　税の費目に「臨時財政対策債償還基金費」が創設された。）

※「令和３年度補正予算（第１号）に伴う対応等について」（総務省自治財政局通知）において、「今回の　
　「臨時財政対策債償還基金費」の算定額については、 後年度 、 令和 ３ 年 度 の 臨時財政対策債 に 係 る 「 臨時 財
政対策債償還費 」 に 算入 されないこととなることから、各地方団体においては、この措置に対応し 令和 ３ 年
度内 に 基金 に 積立 てを行うなど将来の公債費負担に備えられたい」とされている。
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